
「今後の自動車排出ガス総合対策中間報告」の意見とそれに対する考え方

意見の概要 意見に対する考え方

１ ． 大 気 汚 染 の 状 況 等
・自動車排出ガス対策として、当面の重要課題であ１ － １ 環 境 基 準 の 達 成 状 況 等

○オキシダント・ベンゼンについても記述すべき る窒素酸化物と粒子状物質に焦点を絞り、これらの
物質についての記述は追加していません。これらに
ついては、今後対応を検討すべき課題と考えます。

１ － ２ 発 生 源 別 排 出 量 等
○排出量の算定根拠等を示すべき （以下各数値に ・排出量の算定根拠、モデルの内容等は、報告書の、
ついて同様） 記述にはなじまないので、記述していません。これ

らの関連情報は、小委員会の資料で示し、公開して
います。１ － ３ 沿 道 で の 粒 子 状 物 質 （ Ｐ Ｍ ） 汚 染 と 健 康

影 響
○モデルの具体的内容や信頼性を記述すべき ・同上

○ディーゼル排気粒子の健康影響についての記述 ・ディーゼル排気粒子の健康影響等について、我が
は、日本のデータに基づき、対策が急務との認識 国のデータも含めた記述を追加しました。
につなげるべき

２ ． 自 動 車 排 出 ガ ス 対 策 の 実 施 状 況 と 評 価
２ － １ 自 動 車 Ｎ Ｏ ｘ 法 に 基 づ く 施 策 の 実 施 状 況
○総量削減計画の目標達成が極めて困難な状況とあ ・目標達成が困難な原因については、可能な範囲で
るが、その原因を定量的根拠に基づき分析し、各 定量的な評価を加えて、記述しました。
施策の充実強化の議論につなげるべき （３）。

○各対策毎の削減量について 削減実績を示すべき ・過去の対策効果等の定量評価については、可能な、 。
（２） 範囲で記述を追加しました。

２ － ２ 粒 子 状 物 質 （ Ｐ Ｍ ） 対 策 の 実 施 状 況

３ 今 後 の 自 動 車 排 出 ガ ス 総 合 対 策 の あ り 方
(１ ) 対象物質
○粒子状物質も対象とし、早急に対策を実施してい ・粒子状物質を対象とし、早急に対策を講じるべき
くことに賛成 （５） ことを提言しました。。

○粒子状物質を対象に加える場合、国際調和に則し ・規制値については、対策効果や費用等の分析も行
た現実的な規制値が採用されるべき （３） い、設定方法の考え方を示しました。この中で、国。

際調和にも配慮するものと考えます。

・粒子状物質については、国民への健康影響の未然
○粒子状物質対策は （予防的観点よりも）現に発 防止と生活環境の保全のため、対策の強化が急務と、
生している深刻な被害の回復等の観点から実施す なっていることを明らかにしました。
べき。



意見の概要 意見に対する考え方

○ＮＯｘ対策よりもＳＰＭ対策を優先すべき。 ・自動車ＮＯｘ法の改正にあたっては、ＳＰＭ対策
を追加することが重要な柱の一つとなるべきである
との考え方を示しています。

○長期的には、ＰＭ２．５も規制すべき ・今後、ＰＭ２．５に焦点を当てた対策の検討を進
める上での基礎となるべき調査研究や監視体制の充
実を図るべきことを提言しました。

(２ ) 特定地域
○ＮＯｘとＳＰＭについての環境基準超過状況、車 ・粒子状物質に係る地域選定については、分析結果
種規制の効果の確保、問題の広域性や二次生成粒 を踏まえ、原則として、現行特定地域とその周辺及
子の問題への配慮等から 対象区域を拡大すべき び名古屋市とその周辺を対象地域とすることを提言、 。
（６） しました。
○特定地域の拡大については、明確な要件を設定の
上、必要最小限にすべき （ ） ・同上。 4

○各都府県の全域を特定地域にすべき。 ・分析の結果、同一都府県内でも市町村毎に大気汚
染状況や車両走行量等の状況が大きく異なるため、
市町村単位で対象地域を選定すべきと判断しまし
た。

○ＮＯｘとＳＰＭの地域要件を同じにすべき ・ＮＯｘとＳＰＭでは、環境汚染の実態や将来予測
の実施可能性等の点で状況が異なっているため、異
なる地域要件とする必要があると考えられます。

○特定地域のほかに、流入交通等を勘案して「関連 ・ 関連地域」を設ける等の新たな地域設定の考え「
地域」を設定し、地域事情に見合った交通量削減 方は、特定地域を車種規制と目標達成を図る地域と
計画を策定すべき（大阪湾 ベイエリア法による している現行法の考え方を大きく変える提案であ
「臨海地域」と ｢関連整備地域 ｣の考え方が参考と り、直ちに具体化するのは困難であると考えられま
なる 。 す。）

○準特定地域など車種規制のみを適用する地域の設 ・同上
定についても検討すべき。

○窒素酸化物、ディーゼル微粒子を要件に、環境基 ・対策を継続的に講じるべき地域を選定するには、
準を超える高濃度汚染が見られた地域は自動的に 気象等の変動要因にも影響を受ける毎年の環境基準
加える制度とすべき。また、当面は名古屋市近郊 超過状況を直接の地域選定基準とすることは適切で
及び環境基準非達成局の近郊を加えるべき。 はないと考えられます。

○対策の地域を限定するのは、法の下の平等に反す ・特に汚染が厳しい地域に限って施策を集中的に講
る。また、車両を特定地域外に登録すれば使用で じることには合理性があると考えられます。なお、
きるのでは、対策の効果がない。よって、地域を 御指摘のような規制逃れの事態等が生じにくいよ
全国に拡大すべき。 う、一定の広がりをもった地域を特定地域とするこ

とが必要であると考えています。



意見の概要 意見に対する考え方

(３ ) 目標
【達成水準】
○中間報告における目標の考え方は現時点ではやむ
を得ない。

○被害の根絶に向け、達成水準は環境基準の完全達 ・ＮＯ２の環境基準の完全達成については、試算結
成とすべき。 果では現実的とはいえないことが示されており、直

ちに実現することは困難と考えられますが、地域毎
に最善の努力を行うことが求められます。

○削減目標量は、現行制度で目標に満たなかった分 ・ＮＯ２の環境基準の概ね達成を目標として、適切
を上乗せした値とすべき に削減目標量を定める必要があると考えます。

○浮遊粒子状物質についても、環境基準達成を目標 ・浮遊粒子状物質の環境基準達成を直ちに目標とす
として明確に位置付けるべき。 ることは、多様な発生源の寄与割合を明らかにする

等の技術面での制約等から困難と考えられます。

○ＳＰＭの削減目標量は、ディーゼル車に 装着 ・すべてのディーゼル車に対する 装着が困難なDPF DPF
を行ったと仮定した場合のＰＭ除去率から設定す 現状では、その装着を前提として削減目標量等を算
べき 定することはできないと考えられます。

○ディーゼル微粒子については、まずラフな目標を ・粒子状物質についても、定量的な目標を定めるこ
立て、モニタリングを強化し、達成状況を見なが と、中間見直しを実施し、その後の施策のあり方等
ら排出目標を進化させていくべき。 に反映させることとしています。

○他の事例を参考として、ＳＰＭの将来濃度予測と ・提案された拡散シミュレーション手法も含め、技
削減目標量算定に活用すべき （東京公害訴訟に 術的手法の向上、ＤＥＰの環境データの充実、健康。
おける の拡散シミュレーション、神奈川の 影響の解明等を進め、対策の充実・強化を図っていSPM
事例）(２ ) くべきことを提言しました。

【達成期間】
○計画期間を１０年より短くすべき ・計画期間については、国民の健康保護の緊急性等
（可能な限り短縮、３年、５年程度（３ 、 に鑑みれば１０年は長いという意見の趣旨は理解で） 2000
年度中。 年度中が困難な場合はその理由を明 きますが、分析結果によれば、単体規制・車種規制2000
記し、確実に達成する年度を明記 （７） の効果を勘案すると、５年で目標を達成するには困。）

難が大きいと考えられます。このため、現実的な目
標設定の観点からは、１０年程度の目標期間とせざ
るを得ません。
同時に、技術開発の促進と相まって着実な成果の
上がる政策手法の拡充強化により、目標の可及的速
やかな達成を図るべきことを提言しました。



意見の概要 意見に対する考え方

( ４ ) 基 本 的 枠 組 み
【総量削減基本方針等の枠組みの維持】
○知事が総量削減計画を策定する際の、内閣総理大 ・総量削減計画には、国の施策も含めて掲げられる
臣の承認は不要とすべき。 ため、関係省庁や他の特定地域の施策との整合性を

確保するためにも、基本方針に基づき内閣総理大臣
の承認を得て、計画を定めることが必要であると考
えられます。

○国の基本方針は最低限度とし、都道府県がそれ以 ・基本方針には必要な事項を適切に盛り込むべきで
上強化することは自由とすべき。 すが、各自治体が計画に基づいて自主的な対策を講

じることは妨げられるべきではないと考えます。

○時期計画策定にあたっては、運輸省、建設省、警 ・各施策を有機的に連携させつつ推進する体制の確
察庁等関係省庁間で十分調査し、協力体制を確立 立などが必要であることを提言しました。
した上で削減基本方針を策定すべき。
○大気環境改善のための総合対策の着実な実施を保 ・同上
障する仕組みと責任体制を明確に示すべき（２）

【計画の進行管理及び情報整備の充実】
○総量削減計画策定協議会の役割は、関係者の意見 ・意見の趣旨は自治体の自主性の確保が重要である
提出の場程度に止めるべき。 ということと思われます。この点に関し、計画の進
○都道府県における総量削減計画策定協議会の構成 行管理について自治体の中心的役割を果たすことが
員や運営方法は、地方自治体の主体性が活かされ 重要であるとしています。
るよう見直すべき。 ・同上

○総量削減計画協議会に関係者が参加できるように ・総量削減計画策定協議会の組織・運営への住民等
すべき （住民代表や事業者、ＮＧＯ （２） の参加を可能とするなど、協議会の運営や参画主体。 ）

については、開かれたものとすることが望まれると
しています。

○中間時点での施策見直しを制度的に担保すること ・中間点検を着実に実施し、その結果を施策のあり
が重要。 方に反映させていく必要があるとしています。
○各施策の数値目標を事前に明らかにし、毎年点検 ・同上
を受けて不充分なら強化すべき。

○政策選択及び進捗点検の機関として、国民参加の ・既存の協議会をより開かれたものとし、進行管理
第三者機関を設け、決定権限を持たすべき。また を行う組織としての活用を検討することなどを提言
国民参加の情報機関を設けて、関連情報を公開す しています。また、積極的に情報公開を進める必要
べき。 があることを提言しました。

○各種規制・対策等の情報整備を進め、一般に情報 ・情報公開を進めるため、効果的な手法を今後検討
公開すべき。(掲示板の設置等) (２ ) していく必要があります。



意見の概要 意見に対する考え方

○ 手法による随時情報集積のシステムを国の研 ・施策の進捗状況や環境改善効果の把握のための手IT
究機関で開発提供すべき。 法の開発、情報の整備等を進めることが不可欠であ

ることを提言しました。
○統一された施策の評価方法を確立することが必要 ・同上

【地方自治体の役割の強化等】
○地方自治体の事業者に対する助言、立ち入り調査 ・自治体の役割強化の具体的方策やその法的位置づ

。 、 （ ）等の権限を法的に担保すべき （５） けについては 具体的な施策 例えば事業者指導等
の検討の中で、今後具体化すべきものと考えられま
す。

○具体的な施策の立案、実施に関しても大幅な権限 ・具体的な施策の立案や実施に関してもこれまで以
を自治体に付与すべき （３） 上に自治体が役割を担っていくべきであるとしてい。

ます。
、 、○国の役割として、地方自治体の役割強化に伴なう ・国の役割の重要性を明記し 具体的な役割として

各種支援策の充実・強化（２ 、具体的で実行あ 自治体への支援や実効ある対策の実施等をあげてい）
る自動車排出ガス対策の実施、などを明確にすべ ました。
き （２）。

○国と自治体との施策の整合が必要である。 ・二重の指導等の問題が生じないよう、施策の整合
が必要であることを示しました。

○単体に係る施策等は国による一元化が必要 (４ ) ・同上
○事業用自動車は既に国の指導を受けていることか ・同上
、 、ら さらに地方自治体が関与することについては
慎重な検討を願いたい （３）。

○自治体権限強化には賛成であるが、通過交通の問 ・広域的な施策の連携を強化すべきことを示しまし
題など広域的な課題には、国がイニシアチブをと た。
って対策に取り組むべき。

４ ． 各 施 策 の 充 実 強 化 の 方 向
○国は、固定発生源も含めた総合的な対策を早急に ・粒子状物質について、各種調査研究等を実施し、
構築すべきである。(ＮＯｘ、ＰＭ)（２） 粒子状物質の環境基準の達成に向けた方策を明らか

にしていく必要性を述べています。
○すべての施策を特定地域のみの措置とするのでは
なく、地域制限の施策とそうでない施策とを分類 ・各施策を実施するに当たり、施策を実施すべき地
することにより、さらに効果が上がると考えられ 域の範囲を明確にする必要があると考えられます。
る。
○①自動車単体対策の強化等～⑧普及啓発活動など ・国と自治体の役割を明確にした上で、相互の連携
の施策について、国、地方、業界団体等の責任分 を図るべきことを示しました。
担をあらかじめ規定した上で、国と地方の連携を
図るべき。
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○抜本的な対策に取り組むべき（個人の消費活動等 ・各種対策を総合的に講じ、抜本的な対策強化を図
を制限しても対策を実行すべき、大型化の進展等 るべきであることを提言しました。
の効果も見込んで規制を強化すべき （３））。

○高濃度出現の緊急性に対応できるよう、平均値 ・具体的施策を立案・実施に当たっては、意見のよ
を減少する長期対策と、ピーク時を減少する短期 うな観点も考慮して、効果的かつ総合的な対策を講
対策を併用すべき。 じるべきであると考えます。

○ＮＯｘ、ＰＭ排出量のできるだけの総量削減によ ・同上
り、時間的・地域的に大気濃度を平均的に下げる
とともに、自動車走行量と測定値との関係を把握
しておいて、高濃度対策として自動車交通量を制
御する（制御された交通量の抑制）以外には効果
的施策はない。

○各施策は、罰則をもったものとすべき。 ・罰則を伴う施策とするかどうかは、個々の施策の
特性を勘案して判断する必要があり、一律には取り
扱い難いと考えられます。

○温暖化対策との両面から対策を講じるべき（２） ・ディーゼル車対策において、温暖化対策への貢献
の可能性等を勘案すべきことを示しました。また、
自動車走行量の削減は、温暖化対策に死するものと

（１）車種規制 考えます。
全般論
○規制強化の効果等を示して、合意形成を図るべき ・規制強化等の効果を示しました。

○車種規制は自動車使用者に大きな負担となるため ・車種規制については、規制効果や対策費用等を総
影響を最小に止めるため、対象車両、対象車種、 合的に判断して対象や基準を設定すべきことを提言
基準設定について極力範囲を限定すべき （２） しました。

○車種規制の強化による車の買い換えの際に、一部
の車種についてユーザーの多様なニーズに対応で ・準備期間については、規制の周知、代替車両の供
きないおそれがあるので、実施にあたっては十分 給可能性等を勘案して設定する必要があると考えら
な準備期間を設定すべき れます。
○規制の強化はメーカーの技術開発努力、石油会社
による精製の改善等をもたらし、大変有効
規制対象
○ディーゼル乗用車を新たに規制対象とすべき ５ ・費用対効果等の定量的検討も行い、ＰＭ対策効果（ ）

が高い等の観点から、ディーゼル乗用車の規制対象
への追加を提言しました。

○ディーゼル乗用車の追加については、費用対効果 ・同上
等の定量的検討が必要（２）
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○ディーゼル乗用車を規制対象とするのは反対 (寄 ・同上
与が小さい、地域内外の不公平 （３））

○ディーゼル乗用車の規制追加については、廃車の ・国民の健康保護等のために、できるだけ早急に必
放置の増大が懸念されるため、運輸省における抹 要な対策を講じる必要があると考えられます。
消制度に係る検討結果を待って検討すべき

○ディーゼルエンジンは技術として有望なものであ ・ディーゼルエンジン技術の今後の発展を阻害せ
り、その開発・販売を事実上排除するような排出 ず、かつＰＭ対策に最大限の効果が得られるよう、
基準を設定すべきでない （５） 排ガス性能に基づいた排出基準を定める必要がある。

ことを提言しました。
○排出基準は、エンジンの構造で区別するのではな ・同上
く、排ガス性能で設定すべき（２）

○クラシックカーも対象とすべき （ただし、補助 ・車種規制については、排ガス性能に基づいた排出。
金を出すべき ) 基準値を定める必要があり、結果としてこれらの車

両が対象となることも考えられます。

○ほとんど乗らないので、クラシックカーは対象外 ・同上
とすべき
○規制対象は乗用車や工事用車両を含む全ての車種 ・中間報告には示されなかった車種の規制対象への
とすべき 追加の必要性や実施可能性等の検討は、計画の中間

点検における課題とすべきことを提言しました。
○その他の車両を規制対象とすべき ( プレジャーボ ・同上
ート農耕機混合油を使用する２サイクルエンジ
ン) (３)

○使用過程車の規制強化が最も効果的 ・費用対効果等の分析に基づいて、使用過程車を含
めた規制値の強化を提言しました。

○使用過程車に対する規制は反対 乗用車のみ反対 ・同上（ 、
大型トラックに限るべき等 （４））

○規制対象はナンバーで定義せず、使用形態で区別 ・規制の実施を着実に担保するためには、車検制度
すべき と連動する必要があり、原則としてナンバーでの区

別が不可欠と考えます。

○宅急便用として２トン積貨物が多く使われている ・規制基準については、最終報告案に示した考え方
実態を踏まえ、これらの貨物車もガソリン車並の に基づいて、決定する必要があると考えます。
規制値とすべき

排出基準
○中間報告のとおり、規制強化すべき



意見の概要 意見に対する考え方

○排出基準の設定にあたっては、国際調和を視野に ・国際調和にも配慮するとともに、ＷＴＯ通報等の
入れるべき（３） ルールに従って行われることとなります。

○使用過程車の排出基準については、新車の基準と ・対策効果や強制代替車両数等に関する試算結果を
連動し、単体規制の強化にあわせて段階的に強化 踏まえると、現段階では使用過程車の規制基準の段

、 。すべき（７） 階的強化は 必ずしも適当ではないと考えられます

○小刻みな規制基準の強化は一般国民の負担が大き ・同上
すぎる

○新車については、単体規制の強化にあわせて段階 ・新車については、実態として単体規制の強化がそ
的に強化すべき のまま適用されます。

○排出基準を強化し、ガソリン車並みの規制にすべ ・ガソリン車代替が可能な車両区分については、規
き (すべての車種、ディーゼル乗用車)（２） 制施行時点において使用されているディーゼル乗用

車の代替が必要となるレベルに規制値を設定すべき
ことを提言しています。

○旧基準を全国で施行し、代わりに大型トラック以 ・自動車排ガス中のＮＯｘ、ＳＰＭに係る規制は、
外の規制強化を行わないこととするべき 特定地域での負荷低減に資するものとすべきであ

り、規制値については、定量的な効果分析等に基づ
、 。いて 適切なレベルの値とするよう提言しています

○車の排ガス性能は整備の状況で変わるので 年式 ・非常に多数の自動車の排出ガス性能を個別に測定、 、
形式で一律に規制するのではなく、個別に陸運局 するのは実態上きわめて困難と考えられます。
で排ガスを測定してから規制すべき。
猶予期間
○使用過程車の猶予期間は短縮すべき（９） ・猶予期間の短縮については、試算結果では、必ず

しも削減量の増加につながらないこともあります。
したがって、猶予期間については、現行制度と同等
とすることを提言しました。

○乗用車の猶予期間は貨物車よりも短くすべき ・乗用車の猶予期間についても、平均使用年数等を
参考として設定する必要があると考えられます。

○猶予期間の設定には、車両耐久性能の向上、使用 ・大気汚染の状況等に鑑み、さらなる対策が必要な
の実態等を考慮して慎重な検討が必要（３） 状況を踏まえると、猶予期間は現行制度と同等とす

る必要があると考えられます。

○猶予期間を平均使用年数から１年減じた程度で設 ・猶予期間については、国民の健康保護の緊急性と
定することは財産権の保護として不十分。 財産権の保護とを斟酌して決定することとしていま

す。



意見の概要 意見に対する考え方

○一律に使用年数の平均値を基に猶予期間を設定す ・走行実態等に応じて猶予期間を変えることは規制
るのはおかしい。走行実態等で排ガス性能が異な 技術上きわめて困難と考えられます。
ることを勘案すべき
○現行法の適合車については、規制強化後も所有者 ・規制の強度については、対策効果や費用対効果等
が変わらない限り使用できるようにすべき を総合的に勘案して決定する必要があると考えま

す。
他の環境対策との整合性
○ディーゼルエンジンはガソリンエンジンに比べ、 ・ディーゼルエンジン技術の今後の発展を阻害せ
燃焼効率が高く、地球温暖化防止、省エネルギ ず、かつＰＭ対策に最大限の効果が得られるよう、
ーに寄与することを勘案すべき（そうした認識で 排ガス性能に基づいた排出基準を定める必要がある
購入した等 （７） ことを提言しました。）

○規制強化により、大部分の中古車は廃車されるこ ・規制強化は直ちに廃車とすることを求めるもので
とになるため、慎重に検討すべき（３） はありません。ただし、こうした点も含めて中間点

検の際に確認を行うことは必要であると考えられま
す。その他考慮すべき事項

○現行法に対応させられた車両を新法で再び代替さ ・大気汚染の状況が厳しい状況に鑑みれば、対策の
せられるのは不適切（強制代替した、高額で適合 強化が不可欠であり、そのために一定の社会的費用

、 ）（ ） 。 、試験を受けた 排ガス処理装置を装着した ５ が生じることはやむを得ない面があります ただし
助成措置等について、可能な限り充実することが必
要であると考えられます。

○排出基準の設定にあたっては、規制強化で代替さ ・同上
れたものが再度代替の対象とならないようにすべ
き （３）。

○買った時点で問題ないとされた車両が、後で使用 ・同上
過程車として規制対象になるのはおかしい （財。
産権の侵害等 （４））

○ディーゼル乗用車を規制対象とすると、リセール ・同上
バリューが急落するおそれがあり問題 （買い換。
えも遅れる、価格差は国が補助すべき等 （３））

○現行法施行後に一旦買い換えを行った所有者に対
して、再度の買い換えを強制することはやむを得
ない。

提案等
○廃車増加による環境負荷の増大及びユーザーの財 ・メーカー等に対しても、一層の対策の実施を求め
産権の保護に対処するため、自動車メーカーに回 ていくべきことを提言しています。
収、処分、買い取りを義務付けるべき。



意見の概要 意見に対する考え方

○十分な助成措置を講じるべき（ユーザー一般、再 ・助成措置等については、可能な限り充実すること
度の買い換えを求められる者、中小企業、運輸業 が必要であると考えられます。
者、中古販売業者、バス、エンジンの載せ代え）
(１０)

○買い換えについては、強制ではなく、新車代替 ・規制値については、定量的な効果分析等に基づい
誘導策に止めるべき（乗用車、大型中型トラック て、適切なレベルの値とするよう提言しました。
・バス）(２ )

○猶予期間完了前の代替促進策を講じることが必要 ・猶予期間完了前における代替促進を図ることにつ
いては、検討が必要であると考えられます。

○規制を強化するならば、国がそれに併せてＮＯｘ ・国においても、有効な施策の実施や自治体の支援
低減装置を同時進行で開発しておく責務がある。 等の役割を果たすべきことを提言しています。

（ ２ ） 低 公 害 車 の 普 及 促 進
○ 低公害車普及のために、中間報告に示されてい
る方策の推進が必要。 ( 低排出ガス車も含めた普
及等 （２））

○低公害車普及のコストの公平な負担を求める仕組 ・今後は低排出ガス車等を含め、国の援助の充実・
みを検討すべき 強化などを通じ、積極的に各種の普及施策を講じて

いくべきことを提言しました。
○低公害車４車種が普及しない理由を分析し、普及 ・同上
推進する対象車両を抜本的に考え直すべき。

○低排出ガス車の普及のため、認定制度等の法制度 ・同上
化を図るべき （３）。

○低公害車・低排出ガス車の普及のため、より一層 ・同上
の技術的支援、助成制度、税制の優遇措置、認定
制度の活用等の施策が不可欠 （１０）。

○低公害車の普及は、社会システムを改革し、市場 ・同上
原理に任せるべき。優遇措置には反対。
59-2
○低公害車普及の妨げになっている燃料供給施設の ・同上
整備について、更なる促進策の強化が必要（５）

○低公害車の普及促進は大気汚染改善の問題から推 ・意見の趣旨も踏まえ、今後さらに検討していくべ
進するだけでなく、将来のエネルギー政策の中で きものと考えます。
の位置づけも検討していくべき。



意見の概要 意見に対する考え方

○低排出ガス車の認定制度を制定・活用すること、 ・個々の施策については、その効果、地域の実情等
低排出ガス車に対して優遇方策（低排出ガス車優 を踏まえて検討し、適否を判断することが必要と考
先駐車場、高速道路割引制度等）を導入すること えます。
は積極的に賛成 （２）。

○低公害車の有料道路の料金減免は、相対的に低公 ・同上
害車でない車が一般道路に転換することになり、
沿道環境の改善とは逆行した施策なので不適切。
（２）

○低排出ガス車優遇駐車場の設置については、導入 ・同上
効果等の検討が必要。

○低公害車やＤＰＦの普及では、共同利用やレンタ ・低公害車やＤＰＦの普及施策の具体化にあたって
ルのシステムを業界との連携で構築することを進 は、こうした意見も参考にするべきであると考えま
めてほしい。 す。

○ＬＰＧ車をディーゼル代替低公害車として積極的 ・重量ディーゼル車の代替車として、ＬＰＧ車等の
に位置付けるべき（ガソリン車と異なる基準の設 車両の普及に取り組むことを提言しました。
定、インフラ整備が必要等 （６））。

○引き続きメタノール自動車の普及促進を目指すの ・将来的には、特定の燃料を使用している車両では
であれば 普及の現状と将来目標を明らかにすべき なく、その排出ガス性能によって、普及対象とすべ、 。

き低公害車・低排出ガス車を選別するようにすべき
と考えます。

、 、○中型、大型トラック及び観光バスには、天然ガス ・低公害車 低排出ガス車それぞれの特徴を踏まえ
自動車を、ワゴン車及び小型トラックには、電気自 用途に応じた普及対象を検討していく必要があると
動車を普及すべき。 考えます。

○低公害車フェアなどで展示する低公害車には、現 ・一般の方に分かりやすいように、低排出ガス車認
在 の 排 出 ガ ス 規 制 が 決 め ら れ て い る 定制度に則った表示を行っていくべきと考えます。HC,CO,NOx,PM
の値を表示すべき。

（ ３ ） 事 業 者 に お け る 自 動 車 排 出 ガ ス 抑 制 対 策 の
強 化

○自動車利用管理計画の策定義務付け、実績の公表 ・自動車利用管理計画の策定義務付けを提言しまし
に賛成 （３） た。。

・事業者に対する指導等については、国と地方自治
○事業者に対する指導等の指針は、地方自治体の権 体が適切な役割分担の下で実施する必要があると考
限で策定すべき。 えられます。たとえば、指針を国が策定し、実際の

個別指導を地方自治体が行うことなどです。



意見の概要 意見に対する考え方

○一定の事業者に対し、計画策定義務化だけにとど ・事業者対策を、例えば排出量割り当て等の措置と
まらず、さらに強力な措置を導入すべき（総量規 して導入することは、事業者ごとに排出実態が異な
制、平均排ガス基準の規制、排出量割り当て、一 ることから一律に義務を強制することが困難である
定割合の低公害車導入義務 特定地域での運輸業 など、各種の問題があるため、現時点では不適切で、 、
自動車を使った営業は許可制、違反者の名前の公 あると考えられます。
表、罰則規定 （９））。

○この対策の実効性を高めるため、情報ネットワー ・事業者の取組を促進するための環境整備等の各種
クの整備、環境教育、物流拠点整備、モーダルシ 対策も積極的に進める必要があると考えられます。
フトの推進などが重要。

○優良事業者に対して何らかのインセンティブを付 ・事業者に対する支援措置を幅広く検討する必要が
与し、取組が促進される仕組みを検討すべき。 あると考えられます。

○表彰制度等は効果が期待できない。 ・同上

○一定台数以上の自動車を使用させる荷主事業者に ・荷主事業者の取組は重要であり、その具体的な取
対しても対策を導入すべき（計画策定義務付け、 り扱いについては引き続き検討する必要があると考
コスト負担 （３） えられます。）。

○物流に伴う環境コストを受益者が広く公平に負担 ・ＰＰＰの原則に基づいて、多様な局面での経済的
する施策が必要。 措置の活用が必要であると考えられます。

○事業者規模、対象車両の限定は不要。ＩＴ技術で ・事業者における対応可能性、行政効率等を勘案す
問題なく対応可能なはず。 ると、対象事業者規模の限定等は必要であると考え

られます。

○東京都や大阪府などのような、官庁へ物品を納入 ・官庁における率先的取組等も積極的に進める必要
する業者に対するディーゼルエンジン自動車の使 があると考えます。
用制限などを、全国各地方行政機関にも働きかけ
ることが必要。

○県の制度との整合を図るべき。 ・自治体における既存の取組との整合を図ることは
重要であると考えられます。

○現状では事業者指導の実施主体が所管省庁に分散 ・事業者指導については、国との適切な役割分担の
しているが，統一的な指導ができるよう体制を整 もと、自治体が主体的な役割を担い、統一的な指導
備すべき。 ができる体制を整えることが適当であると考えられ

ます。



意見の概要 意見に対する考え方

（４）自動車メーカーにおける低排出ガス車の製造
・販売を通じた自動車排出ガス抑制対策

○フリート平均値抑制策は、低排出ガス車の普及・ ・フリート平均自動車排出ガス抑制策については、
開発促進等の面で有効な対策であり 導入に賛成 現時点では乗用車・中軽量トラックなどのガソリン、 。

車に対象を限定せざるを得ませんが、その実施には
○国がフリート平均値の基準を定め、その基準に基 一定の対策効果があり、自動車メーカーに対して、
づき、各メーカーが毎年、フリート平均値の低減 フリート平均自動車排出ガス量について情報公開を
を図るための計画を策定・実行し、その実績を公 求めていくことの意義が示されています。

。（ ）表するなど実効性ある仕組みを導入すべき ２

○自動車販売業者がユーザーに対して自動車の環境 ・自動車販売業者の積極的な貢献の必要性を示しま
性能等の情報を的確に提供することや、低公害車 した。
や低排出ガス車の普及を図ることについて、法律
で義務付けるべきである。

○さらに強力な措置を講じるべき (低公害車 (もしく ・フリート平均値抑制策の導入の前提となる低排出
はＺＥＶ車 ) 割合規制、総量規制、クレジット・ ガス車等は、現時点では、乗用車・中軽量トラック
デビッド制度を伴った排出削減量割り当て規制 ) などのガソリン車に限定されていることなどから、。
（５） 情報公開等の意義を示すにとどめました。

○フリート平均値抑制策は有効とは考えられない。 ・試算結果によれば、一定の効果が見込まれます。
（４）

○自動車メーカーに対し、開発加速等を要請すべき ・ディーゼル貨物車等についても排ガス性能の良い
（ユーロ４並の車両の市場への早期投入等 （２） 車両の開発普及を求めていくべきことなどを提言し）。

ています。
○低排出ガス性能の確保のため、低排出ガス車につ ・排ガスに係る規制は、車の構造等によらず、性能
いては、環境保全機能（加速制限、アイドリング に着目した規制措置となっており、合理性があると
自動ストップ機能）を設けたオートマチック車し 考えられます。
か開発させないようにすべき 。(２）.

○違法改造車の販売を抑制するため、車検類似の検 ・違法改造車への対応は、排ガス対策以外の観点も
査を実施すべき。 含めて検討する必要があると考えられます。

（ ５ ） 交 通 需 要 マ ネ ジ メ ン ト （ Ｔ Ｄ Ｍ ） 等
○ＴＤＭ施策を積極的に実行すべき （４） ・ＴＤＭ施策の積極的実施を提言しました。。

、 、○国は、ＴＤＭ施策の実施に伴う財政支援など、必 ・国も 技術開発・調査研究等に取り組むとともに
要な措置を講ずるべき(財政支援 幹線道路整備 各地域における取組を積極的に支援していくべきこ、 、
協力体制整備、マニュアル作り等 （４） とを提言しました。）。



意見の概要 意見に対する考え方

、 、 、○自家用車からの公共交通機関（バス、鉄道、ＬＲ ・ＴＤＭ施策の実施は関係の行政機関 住民 業界
Ｔ等）へのシフト、物流効率化を一層促す施策を 団体の参加と協力のもとに進められる必要があり、
導入すべき （４） 意見で示された各種の提案等も参考としつつ、各地。

域の実情に応じ、的確に施策を選定できる柔軟なシ
ステムを構築していく必要があると考えられます。

○流入車対策のため、中心市街地における駐車場建 ・同上
設の抑制施策の導入を検討すべき （２）。

○都市計画時に交通量を評価すべき。 ・同上

○交通流の円滑化は更なる交通量を誘発するので、 ・同上
交通流対策の推進は環境対策のオプションには含
めないことをはっきりさせるべき （２）。

○ＴＤＭについては、まず、道路整備等の総合的な ・同上
交通流円滑化が必要 （２）。

○渋滞対策は、道路行政でやるべき。 ・同上

○ 年の間に大気汚染を改善するためには、具体 ・同上10
的にどういった施策が有効であるか明らかにすべ

4-14き。

○関係者を含めた議論と関係者の合意が必要 ２ ・同上。（ ）

（ ６ ） 経 済 的 措 置
○指摘された方向で実施すべき ( 汚染者負担の原則
等沿った措置は適切、税の重軽課は環境負荷低減
効果が期待できる等 （６））。

○利用段階での課税も必要（車種毎の環境影響度指 ・汚染者負担の原則を基本としつつ、さらに多様な
数と走行量にもとづいた課税、燃料使用量に応じ 局面での経済的措置の活用の検討を提言しました。
た課税 （２））。

○税制や有料道路制度に言及する際には、それぞれ ・経済的措置は、自動車利用に伴う環境コストの内
の存在理由と制度の変更に伴う影響を多面的に比 部化を図ることにより、交通の活動から生ずる環境
較検討すべき。 負荷を低減することが目的であり、受益者負担など1

の既存の税制の考え方とは別の観点から議論される
べきものと考えられます。

○道路特定財源とされる自動車関係諸税について、 ・同上
受益者負担の原則をゆがめることのないようにす
べき。(２)



意見の概要 意見に対する考え方

○道路特定財源を見直し 環境税として運用すべき ・同上、 。

○自動車に関わる環境改善に資する税制施策は減税 ・環境に関わる税制については、汚染者負担の原則
型とすべき（買い換え促進のため、ガソリン税を に則り、環境負荷の程度により、重課軽課を図るべ
撤廃すべき等 （３） きであり、補助制度と共通の意味をもつ減税のみに）。

頼るべきではないものと考えられます。

○排ガス規制に関する車両税について一定以上の除 ・経済的措置の具体化に当たって、個別の場面での
去処理ができないものに税の軽減を考慮する必要 具体的な効果を考えつつ、さらなる検討が必要とな
はない。 ると考えられます。

○駐車場への課金 道路利用への課金を導入すべき ・同上、 。

○軽油に対する優遇税制を早急に是正すべき ７ ・軽油税制の是正については、税制全般の中での検。（ ）
討課題と考えます。

○ロードプライシングの具体化を求める (面的ロー ・ロードプライシングの導入可能性は地域の実情に
）。 、 、ドプライシング等 （３） よって異なると考えられることから 施策の有効性

社会的受容性等について検討を進め、具体化を進め
ることが適切であると考えられます。

○ロードプライシングの水準は、自動車交通による ・同上
外部費用を含んだ社会的費用を考慮して設定すべ
き。

○ロードプライシング等については、慎重な取り扱 ・同上
いが必要 （４）。

○排ガス性能の悪い自動車と良い自動車の定義が不 ・経済的措置の具体化に当たっては、これらの定義
明確。 も明確にする必要があると考えられます。

（ ７ ） 局 地 汚 染 対 策
○指摘された方向で実施すべき（予防的見地からの ・局地汚染対策の検討が必要であることを指摘した
対策等 （２） 上で、その具体化の例として局地汚染対策推進計画）。

、 。の策定 要請限度の制度の見直し等を例示しました
。 、 、○局地汚染対策推進計画の制度導入については、な ・同上 なお 局地汚染対策の具体化にあたっては

お一層検討すべき（高濃度汚染のおそれのある地 地域毎の検討が必要であると考えらます。
域の基準を明らかにすべき等 。）
○自治体が推進計画を策定し、対策を推進すること ・同上
も考えられる （２）。

○環境基準を超えた場合に自動的に局地汚染対策を ・同上。環境基準超過をもって自動的に対象地域と
実施し、あらかじめ定めた交通規制、車種規制な する仕組みは適切ではないと考えます。
どを環境基準達成まで続ける制度とすべき。



意見の概要 意見に対する考え方

○国は、各種の支援措置を講じるべき（要請限度が ・対策の具体化に当たっては、意見の内容も参考に
機能する仕組みのサンプル・マニュアル化、具体 する必要があると考えられます。
的な有効施策のりスト作成等 。）

○一定の通行量のある地域については沿道に空気浄 ・地域住民に生活補償金を支払うには、その根拠か
化システムを設置するとともに、地域住民に生活 ら始めて、検討が必要と思われます。
補償金を支払うべき。

○対策としてアンモニア散布を検討すべき ・アンモニア散布の効果等は不明です。

○要請限度については、真に実効性あるものとなる ・要請限度の項目の変更に当たっての健康リスクの
よう要望する (早急な法改正、短期暴露に着目し 評価方法などの点で、なお検討を要する事項があり
て即効性のある仕組みを設定すべき、公安委員会 ます。
への措置義務等 （３））。

（ ８ ） そ の 他
ＤＰＦ
○ＤＰＦ装着義務化を打ち出すべきである（ 年 ・ＤＰＦについては 「ディーゼル車対策技術評価2004 、
から義務づけ、装着できない車両のメーカー買い 検討会中間とりまとめ」において、すべての使用過
取り義務等 （７） 程車に装着可能な状況にはない等と評価されてお）。

り、直ちに装着義務化することは困難であると考え
○ＤＰＦ装着義務化までの過渡的措置として買い換 られます。しかしながら、技術評価検討会の中間と
え促進策も必要。 りまとめは、ＤＰＦの現状を評価したものであり、

有望な技術としての将来の可能性を否定したもので
○ＤＰＦの装着対策を円滑に実施するため、経済的 はありません。したがって、ＤＰＦの技術としての
支援措置を充実するべき （６） 可能性を積極的に評価し、効果の優れたＤＰＦの装。

着インセンティブの付与などに加え、ＤＰＦ認定制
○ＤＰＦの技術開発等を促進するべき （４） 度の創設を含め技術開発の促進等に今後積極的に取。

り組むべきであることを提言しました。
○ＤＰＦの装着奨励は、価格・維持コストの観点か ・同上
ら疑問。

○ＤＰＦ装着の場合に猶予期間を延長すること等の ・同上
措置を検討すべき(６ )

○ＤＰＦ整備機関の充実が必要。 ・同上

○ＤＰＦの認定制度の創設・性能基準の設定を進め ・同上
るすべき （２）。

○ＤＰＦの調査・公表を進めるべき（装着可能性、 ・同上
削減効果、耐久性等 ) （３）。



意見の概要 意見に対する考え方

○粒子状物質の特定自動車排出ガス基準を満足する ・ＤＰＦの装着によって、使用継続を認める仕組み
排出ガス処理装置の装着によって、継続的に使用 の可否は、今後の検討課題と考えます。
することを認める規定をおく必要がある。

○ＤＰＦの装着費用については、リコール制度にな ・費用負担については、ＰＰＰを基本とすべきと考
らい、メーカーが相当分負担すべき。 えます。

流入車対策
○特定地域外からの流入車に対する対策を講ずるべ ・流入車対策には困難な面も多いが、中間報告に示
き（車種を限定した車種規制、地域内走行車両全 された全国的な自動車対策の強化とあわせ、例えば
車規制 乗り入れ規制 全国一律規制等 １１ 荷主事業者に対する指導等の施策を進めるなど、流、 、 ）。（ ）

入車も視野に入れた対策を検討する必要があると考
えます。整備点検

○整備不良車に対する取り締まりを強化すべき。 ・整備点検については、施策推進の必要性を強調し
（１０） ました。

○点検・整備項目の充実強化を図るべきである。 ・同上

○整備不良車の通報制度、ステッカー張りなど住民 ・同上
参加の制度を検討すべき （２）。

調査研究
○浮遊粒子状物質については、シミュレーションモ ・ＳＰＭに関する調査研究について、積極的に取り
デルの確立、２次粒子生成メカニズムの解明、発 組むべきことを提言しました。
生源別寄与、評価方法の確立について早急に取り
、 。（ ）組み 国の施策として明確にすべきである ４

○ＳＰＭの環境基準をＰＭ 1 0より健康被害の大きい ・ＰＭ２．５による大気汚染レベルの評価方法の確
とされるＰＭ 2 . 5 （又は米国のように併設）とす 立や監視測定体制の整備についても早急に取り組む
べき。 べきことを提言しました。

○ＳＰＭや気象の測定はもとより、ＰＭ2 . 5やＳＰ ・同上
Ｍの粒径別成分の測定など、ディーゼル排気微粒
子に着目した監視体制の整備が必要 （２）。

○ＰＭ2 . 5の影響・評価方法を確立し、環境基準の ・同上
設定等を検討すべき （２）。



意見の概要 意見に対する考え方

燃料改良
○軽油中の硫黄分の低減を一層重視していくべき。 ・ 今後の自動車排出ガス低減対策のあり方につい「
（６） て （平成 1 2 年 1 1 月 1 日中央環境審議会答申）にお」

いて、軽油中硫黄分のさらに将来的にはそれ以上の
○低硫黄軽油の供給体制の整備が必要である (石油 低下が望まれること、芳香族含有率や蒸留性状等他
業界への早期実現要請等 ) （２） の燃料性状等その他の燃料性状についても、その定。

量的な排出ガス低減効果について一層の研究が必要
○使用過程車対策として燃料の良質化によるＰＭ削 なことが答申されています。
減を検討すべきである（軽質油等 ) （ ３ ）。

○ガイアックスを使用すれば、低公害車への代替よ ・同上
。（ ）りも現実的でかつ効果があるのではないか ２

○低硫黄軽油の生産・供給のコストの公平な負担を ・経済的措置の具体化の一例として、今後の検討課
求める仕組みを検討すべき。 題と考えます。

○良質燃料への税制上の優遇措置を講じるべき。 ・同上

単体規制等全国対策
○自動車単体対策については、特殊自動車を新たに ・自動車単体対策については、新長期規制を２年前
排出ガス規制対象に加え、規制を強化すべきであ 倒しすること、特殊自動車を規制対象に追加するこ
る（特殊自動車の追加、ガソリン車の規制強化、 とを示しました。

）（ ）ディーゼル車の新規規制をＥＵ並とする等 ３

○新長期規制の前倒し、新長期以降の規制強化。 ・同上

○全国的な自動車対策の強化に取り組むべき ３ ・全国的な自動車対策の強化を指摘しています。。（ ）

○スケジュールを早急に示し技術開発を誘導すべ ・スケジュールを早期に示すことは重要であると考
き。 えます。

○走行モードを見直すべき （３） ・ディーゼル自動車排出ガスの新長期規制について。
の当審議会での審議検討の中で、走行モード見直し
について検討を進めることとしています。

普及啓発
○普及啓発の推進については、一層積極的に進める ・よせられた意見について、今後の具体的な施策の
べき（免許更新時のカリキュラム等 （４） 検討の中で参考にしていく必要があると考えられま）。

す。
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その他
○地方自治体の独自財源創出の努力を担保するとと ・同上
もに、公害財特法や道路特定財源の活用など、地
方の環境行政を支える財源調達についても検討す
べき。

○自治体が上乗せ・横だし条例を制定できるように ・同上
すべき。

○トラック・タクシーの路上駐車を排除すべき。 ・同上
（２）

○渋滞を招くため、高速道路料金所を撤廃すべき。 ・同上

・同上

○自転車利用を推進すべき。 ・同上

○より厳しい規制値を達成した企業を伸ばしていく ・同上
べき。

○乗用車の中での大型化対策を講じるべき。 ・同上

○米国の事例によく学ぶべき。 ・同上

○ＮＯｘ低減装置装着事業者の育成を行うべき。 ・同上

○ＮＯｘ低減装置等の開発支援を行うべき。 ・同上

○安価な排出ガス処理装置の開発等が求められる。 ・同上

○道路交通法に環境保全の観点からの規定を設ける ・同上
など、関係法令を整備すべき。

○トラックのアイドリングストップを実施させるべ ・同上
き。

５ ． 最 終 報 告 に 向 け て の 課 題
○各施策の効果や課題を定量的に示して、広く意見 ・中間報告以降、小委員会では各種施策の定量的評
を聞き、国民や関係者との合意形成を図るべき。 価も含めて検討を進めてきました。最終報告案は、
（５） これらの検討結果も含めてとりまとめています。
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○今後将来予測等を実施し、その結果に基づいて費 ・同上
用対効果の高い施策を選定すべき （２）。

○施策の実施にあたっての経済的負担については、 ・同上
公平な負担のあり方についての議論、検討すべき
（３）


